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の トピックス（特集） ♪ 
  

 

 

 

 

■トピックス.１ 防災・減災に関する3研究所連携研究テーマを継続推進 

 

海上、港湾及び航空分野の分野横断的研究として、３研究所それぞれの分野ごとに行ってきた

防災・減災技術に係る研究開発を統合し、海技研の物資輸送シミュレーション技術、電子研の空

港面シミュレーション技術、港空研の港湾施設の利用性評価技術を活用し、大規模災害後の救

援活動に関わる傷病者輸送業務を模擬するシミュレーションシステムの構築を進めてきました。

令和５年度は、これまで開発したシミュレータの自治体への展開をさらに発展させることを目的と

して、検討対象となる関連自治体へのインタビュー調査を行い、水害時における避難や救助方

法の実態について整理し、シミュレータのモデル設計を実施しました。 

 

水害救助シミュレータのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

メッシュ単位で 

人口を把握 

自治体の被災想定により 

浸水範囲を把握 
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■トピックス.２ 海難事故時における油流出・処理効率向上技術の開発を推進 

海難事故時における油流出・処理効率向上技術として、次世代型油回収装置の開発、沈船か

らの効率的な油の抜き取り技術の開発、海上流出油漂流予測シミュレータの構築等に取り組んで

います。次世代型油回収装置は、水中バブルカーテン、高圧水ジェットエジェクタによる油吸引を

採用した、集油ブームおよび回収ポンプの無い油回収装置であり、高速航行が可能、ゴミの混入

に強い、対応できる油の粘性範囲が広いなどの特長を有し、従来機の弱点を克服した構造形式と

なっています。令和５年度においては、船舶の燃料として使用される粘度の高い重質油を沈船

から回収することを想定し、３段階に分割した回収過程における要素試験を行うとともに、

各要素試験の結果を統合した技術による、新しい油回収システムの構築を目指しました。こ

れにより、重質油の効果的な回収を実現しました。回収油の油水分離時間短縮には、ベンチ

ュリ管式微細気泡生成技術が有効である結果を要素試験レベルで検証しており、引き続き

研究開発を進めることで当該システムへの統合を目指します。次年度からは、流出油の回収

への活用についても適用範囲を拡大すべく、検討を進める予定です。 

  

高圧水噴射に伴う油流動現象の可視化と画像解析（左） 

エジェクタによる油回収試験装置の開発（右） 
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法人の長によるメッセージ １ 
 
 
 
 
 

 

  国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所（以下「研究所」とします。）は、船舶に係る技術

並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術、港湾及び空港の整備

等に関する技術並びに電子航法（電子技術を利用した航法をいう。）に関する調査、研究及び開

発等を行うことにより、交通の安全の確保及びその高度化を図るとともに、海洋の開発及び海洋

環境の保全に資することを目的とする独立行政法人です。 

研究所の事業の実施に当たっては、国立研究開発法人の理念に沿って、研究開発成果の最大

化のための取り組みを進めるため、業務運営の効率化、戦略的な研究所運営、研究ニーズに対

応した研究体制の整備、管理業務の合理化等に特に留意するとともに、国の財政状況が厳しい

中で、国民に対し高質な研究成果を提供するため、研究の重点化の促進、厳密な研究評価の実

施、高質な研究論文の積極的な公表、研究成果に関する分かりやすい国民への情報提供、技術

面での積極的な国際貢献、災害時等における迅速な技術支援等に力を注いでおります。 

  令和５事業年度の船舶に係る技術及び海洋の利用等に係る技術に関する研究開発等の主な

研究成果として、海上輸送の安全の確保の分野では、リスク解析のための自動運航船のモデリン

グ手法の開発、避航操船及び離着桟操船を対象とした安全評価技術の高度化、港湾内操船を主

とした操縦性能推定法の開発、非線形船体応答及び強度の時間領域推定・評価法の構築を行い

ました。海洋環境の保全の分野では、水素専焼の運転条件の検討・燃焼モデルの作成、エンジン

の空気流動を模擬した試験技術の確立、船舶由来化学物質が海洋環境に与える影響評価技術

の高度化を行いました。海洋開発に係る分野では、係留張力モニタリング技術の基盤構築、検査

の合理化のための運転保守段階のリスク分析、波力発電制御手法の高度化を行いました。海上

輸送を支える基盤的技術開発の分野では、造船用 PLM システムの開発、大組立工程に対応した

建造シミュレータの開発、工程計画システムのプロトタイプの構築を行いました。 

   港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関する研究開発等に関して、沿岸域における災

害の軽減と復旧の分野では、令和６年１月１日に発生した能登半島地震において、発災後速やか

に研究所職員が被災した港湾施設の被害調査を行い、救援物資輸送のための岸壁利用可否判

断に大きく貢献しました。沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭素社会の構築の分野では、

風・波・地震同時作用下における洋上風力発電施設の挙動評価が世界で初めて可能になるととも

に、藻場等の形成に関する評価手法による J ブルークレジット認証を拡大させ、脱炭素社会の実

現に大きく貢献しました。経済と社会を支える港湾・空港の形成の分野では、NOWT-PARI と

CADMAS-SURF のリアルタイム接続計算法を実用化及び公表するとともに、新たに開発した桟橋

構築工法については、民間施設において本工法が採用されました。情報化による技術革新の推

進の分野では、港湾の DX プラットフォーム「UMI-POCHI」の本格運用を開始しました。 
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電子航法に関する研究開発等に関して、航空交通の安全性及び信頼性の向上の分野では、航

空機監視レーダー用の次世代アンテナ（空中線）の開発において、空中線素子と指向性制御方式

についてマルチパス対策の機能を向上し、探知角度の大幅な改善を実現しました。航空管制の高

度化と環境負荷の低減の分野では、開発中の到着管理システム（AMAN）の運用実現性について、

航空管制の作業負荷を軽減すると同時に到着遅延時間（飛行時間）を削減できることを示しまし

た。空港における運用の高度化の分野では、開発中のＦＯＤ（滑走路異物)検知装置について、探

知率、位置精度、複数同時探知性能等の面で国際技術基準（EUROCAE MASPS）を満たす優れ

た性能を有することを確認しました。さらに、航空交通を支える基盤技術の開発の分野では、

SWIM（情報共有基盤）サービス信頼基盤モデルと、認証・認可・検証サービスの連携によるアシュ

アランス技術の提案により情報の信頼性と運航の安全性の向上を目指すとともに、公開鍵暗号

技術と電子署名を使用したメッセージ検証サービスを開発し、日本、米国、タイ、シンガポールが

参加する国際連携検証実験（ＭＲＴＢＯ）においてその有効性を実証しました。 

 研究所は、これらの研究成果により、交通運輸行政に係る政策課題に対応し、今後も取り組ん

で参ります。昨今の独立行政法人を巡る厳しい世論があることを十分に認識し、日夜経営効率化

の努力を続けています。中長期計画においても、業務経費及び一般管理費については、業務運

営の効率化を図ることにより、中長期目標期間中の総額を令和５事業年度の７倍から、それぞれ

３％、８％程度抑制することを目標値として定め、その達成に向けて取り組んで参ります。 

   また、研究所は、平成 28 年度に、国立研究開発法人海上技術安全究所、国立研究開発法人

港湾空港術研究所及び国立研究開発法人電子航法研究所が統合し、新たに国立研究開発法人

海上・港湾・航空技術研究所として発足し、令和５年度より第２期中長期目標期間を迎えています。

これまでの各研究所が培ったプレゼンスを維持しつつ、統合によるシナジー効果を最大限発揮し、

社会・行政・産業から与えられる様々な問題・課題に対して確実に技術的ソリューションを提供し、

政策課題の解決を通じて国民の皆様に高品質のサービスを提供するべく最大限の努力を行って

参ります。 

 

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 

理事長  庄司 るり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当研究所は通称として、「うみそら研」と呼んでおります。 

うみそら研(MPAT<えむぱっと>)・シンボルマーク 

National Institute of Maritime, Port and Aviation Technology 
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（１） 法人の目的（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所法第３条） 

 研究所は、船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る

技術、港湾及び空港の整備等に関する技術並びに電子航法（電子技術を利用した航法をいう。

以下同じ。）に関する調査、研究及び開発等を行うことにより、交通の安全の確保及びその高度

化を図るとともに、海洋の開発及び海洋環境の保全に資することを目的としております。 

 

（２） 業務内容  

 研究所は、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所法第３条の目的を達成するため以

下の業務を行います。 

 

① 船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に

関する調査、研究及び開発を行うこと。  

② 次に掲げる事項に係る技術に関する基礎的な調査、研究及び開発を行うこと。 

  イ 港湾の整備、利用及び保全に関すること。 

  ロ 航路の整備及び保全に関すること。 

  ハ 港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関すること。 

  二 港湾内の海岸の整備、利用及び保全に関すること。 

  ホ 飛行場の整備及び保全に関すること。 

③ ②のイからホまでに掲げる事項に関する事業の実施に係る技術に関する研究及び開発 

を行うこと。  

④ 電子航法に関する試験、調査、研究及び開発を行うこと。  

⑤ ①～④に掲げる業務に係る技術の指導及び成果の普及を行うこと。  

⑥ ①から③までの技術及び電子航法に関する情報を収集し、整理し、及び提供すること。  

⑦ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号） 

第 34 条の６第１項の規定による出資並びに人的及び技術的援助のうち政令で定めるものを

行うこと。 

⑧ ①～⑦に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

  

法人の目的、業務内容、基本情報 ２ 
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（３） 基本情報  

① 沿革 

昭和 37 年 ４月 運輸省 港湾技術研究所 設立 

昭和 38 年 ４月 運輸省 船舶技術研究所 設立 

昭和 42 年 ４月 運輸省 電子航法研究所 設立 

平成 13 年 ４月 独立行政法人 海上技術安全研究所 設立 

平成 13 年 ４月 独立行政法人 港湾空港技術研究所 設立 

平成 13 年 ４月 独立行政法人 電子航法研究所 設立 

平成 27 年 ４月 国立研究開発法人へ移行 

平成 28 年 ４月 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 設立 

 

 

② 根拠法 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所法（平成 11 年法律第 208 号） 

 

③ 主務大臣等 

国土交通大臣（国土交通省 総合政策局 技術政策課） 
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④ 組織図 

 

 

⑤ 事務所(従たる事務所を含む)の所在地 

本所及び海上技術安全研究所：東京都三鷹市新川 6-38-1 

港湾空港技術研究所：神奈川県横須賀市長瀬 3-1-1 

電子航法研究所：東京都調布市深大寺東町 7-42-23 

電子航法研究所岩沼分室：宮城県岩沼市下野郷字北長沼 4 

 

⑥ 主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

当事業年度は該当ありません。 

 

⑦ 主要な財務データの経年比較 

 

  

（単位：百万円）

区分 R4年度(参考) R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

経常費用 12,339 8,986 -                -                -                -                -                -                

経常収益 12,846 8,978 -                -                -                -                -                -                

当期総利益 543 285 -                -                -                -                -                -                

資産 52,460 50,937 -                -                -                -                -                -                

負債 7,749 7,118 -                -                -                -                -                -                

利益剰余金 1,496 895 -                -                -                -                -                -                

業務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 4 ▲ 830 -                -                -                -                -                -                

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 1,346 ▲ 824 -                -                -                -                -                -                

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 13 ▲ 83 -                -                -                -                -                -                

資金期末残高 3,717 1,979 -                -                -                -                -                -                

　　　　　　　　　　　　　　　　　※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第2期中長期目標期間：令和5年度～令和11年度　　　　　　　　
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政府方針等や国土交通省が取り組む政策に基づき、下図のとおり、政策体系における法人の

位置づけ及び役割（ミッション）が定められているところです。 

  

   政策体系における法人の 
位置づけ及び役割（ミッション） ３ 
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（１） 概要（第２期中長期目標＜令和5年4月～令和12年3月：7年間＞）  

  我が国は、従前からの課題である人口減少や少子高齢化等に加え、国民の安全・安心を脅か

す自然災害とインフラの老朽化、新型コロナウイルス感染症を契機とした需要の変化、国際的な

競争環境の変化、2050 年カーボンニュートラル、ＤＸの進展などの多様かつ重大な環境の変化

に直面していることから、研究所においてこれらの環境の変化に対応していくことが求められてい

ます。 

こうした多様かつ重大な課題を解決するため、国は、交通政策基本計画（令和３年５月 28 日閣

議決定）、国土強靱化基本計画（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定）、社会資本整備重点計画（令

和３年５月 28 日閣議決定）、海洋基本計画（平成 30 年５月 15 日閣議決定）、国土形成計画（平

成 27 年８月 14 日閣議決定）、科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月 26 日閣議決定）、

地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）等の基本計画を策定し、国民の安全・安心

で豊かな暮らしを実現することを目指しています。 

国土交通省は、これらの国の基本計画に沿って、公共交通における安全・安心の確保、激甚

化・頻発化する自然災害やインフラ老朽化の進行への対応、海洋の産業利用、航空需要の拡大

への対応、我が国産業の国際競争力の強化、2050 年のカーボンニュートラルの実現に向けた取

組、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進など、様々な政策を実施しており、これらの政策

を効果的かつ効率的に実現していくため、国土交通省技術基本計画を定めております。 

我が国が直面する多様かつ重大な課題の解決のため、国土交通省技術基本計画等に基づき、

国土交通省が推進する政策の実現に貢献していくことが 研究所のミッションであります。 

詳細につきましては、第２期中長期目標をご覧下さい。 

https://www.mlit.go.jp/about/mpat_.html（国土交通省のホームページ） 

（２） 一定の事業等のまとまりごとの目標等  

 研究所における開示すべきセグメント情報は、各々の業務内容を基にしており、全部で３つ

に区分しており、これらの関係は以下のとおりです。  

  

一定の事業等のまとまり(セグメント区分) 

① 船舶にかかる技術及びこれを活用した海洋の利用等に係る技術分野 

② 港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術分野 

③ 電子航法分野 

 

 

   中長期目標 ４ 
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 研究所においては、基本理念、運営方針及び倫理・行動指針を定め、役職員一体となって、我

が国が直面する多様かつ重大な課題解決に向けて臨んでおります。 

 

■【基本理念】 

  交通の発展と、海、空、国土づくりに貢献します 

○理念と方針に至る考え方 

  これまで海上、港湾、航空の各研究所が培ってきたポテンシャルをさらに高めるととも

に、それらを連携、融合させ、交通とこれを支える産業の持続的発展と、海、空、国土の適

切な利用に貢献することが求められています。  

  このため、これまでの研究を深化するとともに、融合研究分野を設定し、新たな研究を展

開します。そして、わが国が求める交通システムや海洋利用の動向等の将来を描きなが

ら、常に10年後を見据えた新しい研究所像を定め戦略的に行動し、研究から産業イノベー

ション、国際的な貢献につなげていきます。  

  この実現のため産業界や大学と連携して、研究開発システムを構築し、人材を育成し、

施設、設備を充実させます。 したがって以下を方針として新たな研究所の「かたち」をつく

ります。 

 

■【経営方針】  

○アカデミズムとインダストリーの交流点  

○基礎学術の充実と産業知識の体系化  

○イノベーションと新技術、未来創造の拠点  

 

―新たな価値を創造する研究所の「かたち」―  

    【未来指向型研究所】  

       知識を体系化し、人をつくり、新たな産業を育てる  

    【国際貢献型研究所】  

       世界に貢献し、最高水準の研究を行う  

    【提案・解決型研究所】  

       社会経済動向を把握し、交通等の将来像を描き、連携、融合して総合的に課題を解決

する  

 

   法人の長の理念や 
運営上の方針・戦略等 ５ 
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    【高価値型研究所】  

       保有する研究資産と人的資源の価値を高め、活用する  

    【共創型研究所】  

       世界からさまざまな分野の人が集まり、ビジョンを語りあい、実行していく 

 

 

■【倫理・行動指針】 
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第2期中長期計画（７年間：令和５年４月～令和12年３月）に掲げる項目及びその主な内容と令

和5年度の年度計画との関係は次のとおりです。 

詳細につきましては、第２期中長期計画及び年度計画をご覧下さい。 

https://www.mpat.go.jp/disclosure/index.html 

 

 

第 2 期中長期計画 令和 5 年度計画 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

１．分野横断的な研究の推進等 １．分野横断的な研究の推進等 

２．船舶に係る技術及びこれを活用した海洋

の利用等に係る技術に関する研究開発等 

（1）海上輸送の安全の確保 

（2）海洋環境の保全 

（3）海洋の開発 

（4）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

２．船舶に係る技術及びこれを活用した海洋

の利用等に係る技術に関する研究開発等 

（1）海上輸送の安全の確保 

（2）海洋環境の保全 

（3）海洋の開発 

（4）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

３．港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技

術に関する研究開発等 

（1）沿岸域における災害の軽減と復旧 

（2）沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭

素社会の構築 

（3）経済と社会を支える港湾・空港の形成 

（4）情報化による技術革新の推進 

３．港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技

術に関する研究開発等 

（1）沿岸域における災害の軽減と復旧 

（2）沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と脱炭

素社会の構築 

（3）経済と社会を支える港湾・空港の形成 

（4）情報化による技術革新の推進 

４．電子航法に関する研究開発等 

（1）航空交通の安全性及び信頼性の向上 

４．電子航法に関する研究開発等 

（1）航空交通の安全性及び信頼性の向上 

   中長期計画及び年度計画 ６ 



 

14 
 

（2）航空管制の高度化と環境負荷の低減 

（3）空港における運用の高度化 

（4）航空交通を支える基盤技術の開発 

（2）航空管制の高度化と環境負荷の低減 

（3）空港における運用の高度化 

（4）航空交通を支える基盤技術の開発 

５．研究開発成果の社会への還元 

（1）技術的政策課題の解決への応 

（2）災害及び海難事故発生時の対応等にお

ける技術的な貢献 

（3）研究の中核機関としての役割強化 

（4）研究成果の積極的な広報・普及 

５．研究開発成果の社会への還元 

（1）技術的政策課題の解決への対応 

（2）災害及び海難事故発生時の対応等にお

ける技術的な貢献 

（3）研究の中核機関としての役割強化 

（4）研究成果の積極的な広報・普及 

６．戦略的な国際活動の推進 

（1）国際基準化、国際標準化への貢献 

（2）海外機関等との連携強化 

６．戦略的な国際活動の推進 

（1）国際基準化、国際標準化への貢献 

（2）海外機関等との連携強化 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１. 組織運営の改善 

２. 管理業務の改善 

３. 業務環境の充実 

４. 業務運営の効率化による経費削減等 

１. 組織運営の改善 

２. 管理業務の改善 

３. 業務環境の充実 

４. 業務運営の効率化による経費削減等 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１.予算、収支計画及び資金計画 

２.運営費交付金以外の収入の確保 

３.業務達成基準による収益化 

４.短期借入金の限度額 

５.不要財産の処分に関する計画 

６.財産の譲渡又は担保に関する計画 

７.剰余金の使途 

１.予算、収支計画及び資金計画 

２.運営費交付金以外の収入の確保 

３.短期借入金の限度額 

４.不要財産の処分に関する計画 

５.財産の譲渡又は担保に関する計画 

６.剰余金の使途 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

１.内部統制に関する事項 

２.人事に関する事項 

１.内部統制に関する事項 

２.人事に関する事項 
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３.外部有識者による評価の実施・反映に関す

る事項 

４. 情報公開、個人情報保護の促進に関する

事項 

５.施設・設備の整備及び管理等に関する事項 

６.積立金の処分に関する事項 

３.外部有識者による評価の実施・反映に関す

る事項 

４. 情報公開、個人情報保護の促進に関する

事項 

５.施設・設備の整備及び管理等に関する事項 
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（１） ガバナンスの状況 

■①主務大臣 

主務大臣は国土交通大臣（担当部局：国土交通省総合政策局技術政策課）となっております。   

 

■②ガバナンス体制図 

ガバナンスの体制については、次の体制図のとおりです。業務方法書を定めるなど、研究所の

役職員の職務の執行が独立行政法人通則法などの関係法令に適合するための体制その他法人

の業務適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備しているところです。内部統制機

能の有効性チェックのため、監事や監査室による監査や会計監査人の監査のほか、内部統制・リ

スク管理委員会を設置し、定期的なモニタリング等を実施しております。 

 内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書をご覧下さい。 

https://www.mpat.go.jp/disclosure/index.html 

 

海上・港湾・航空技術研究所のガバナンス体制図 

   持続的に適正なサービスを 
提供するための源泉 ７ 

監査室 
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（２） 役職員等の状況 
■①役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

当所役員（理事長１名、理事４名、監事２名）については、以下のとおりです。 

 

                        （令和 6 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

■②職員の状況  

常勤職員は令和５年度末において 382 人（前期末比 25 人減少）であり、平均年齢は 45 歳（前

期末 44 歳）となっております。このうち、国等からの出向者は 66 人、民間からの出向者は２人、

令和６年３月 31 日退職者は９人です。 

役  職 氏  名 就任年月日 経                      歴

理事長 庄司　るり 令和5年4月1日 平成元年　 ４月　株式会社オーシャンルーツ入社

　　　　４年１０月　東京商船大学航海学科助手

　　　１１年１０月　東京商船大学航海学科講師

　　　１５年１０月　東京海洋大学海洋工学部海事システム工学科講師

　　　２２年　４月　東京海洋大学海洋工学部海事システム工学科准教授

　　　２４年　４月　東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門教授

　　　３１年　４月　東京海洋大学副学長

令和　３年　４月　東京海洋大学理事・副学長

　　　　５年　４月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所理事長

理事 後藤　勝行 令和4年4月1日 平成元年　 ３月　建設省採用

（経営戦略室長） 　　　２４年　４月　独立行政法人宇宙航空研究開発機構航空プログラムグループ対外協力推進室長

　　　２５年　４月　独立行政法人宇宙航空研究開発機構航空本部対外協力推進室長

　　　２６年　４月　国土交通省東京航空局保安部長

　　　３０年　４月　独立行政法人航空大学校審議役（企画室長併任）

令和　２年　４月　国土交通省航空局交通管制部管制技術課航空灯火・電気技術室長

　　　　３年　４月　国土交通省航空局交通管制部運用課長

　　　　４年　３月　国土交通省退職（役員出向）

　　　　４年　４月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所理事

理事 峰本　健正 令和5年4月1日 平成　３年　４月　運輸省採用

（海上技術安全研究所長） 平成２０年　７月　国土交通省海事局安全・環境政策課業務監理室長

　　　２１年　４月　国土交通省大臣官房運輸安全監理官付運輸安全調査官

　　　２２年　４月　国土交通省大臣官房運輸安全監理官付首席運輸安全調査官

　　　２３年　３月　独立行政法人日本貿易振興機構ソウル事務所所員

　　　２７年　４月　国土交通省海事局安全政策課危機管理室長

　　　２９年　４月　国土交通省海事局船舶産業課舟艇室長

　　　３１年　４月　独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構共有船舶建造支援部技術企画課長

令和　２年　７月　国土交通省海事局安全政策課長

　　　　４年　７月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所企画部長

　　　　５年　４月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所理事

理事 河合　弘泰 令和4年10月1日 平成　４年　４月　運輸省採用

（港湾空港技術研究所長） 　　　２４年　４月　独立行政法人港湾空港技術研究所海洋情報研究領域長

　　　２６年　４月　国土交通省九州地方整備局鹿児島港湾・空港整備事務所長

　　　２９年　１月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所海洋情報・津波研究領域長

令和　２年　９月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所海洋水理研究領域長

　　　　３年　７月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所沿岸水工研究領域長

　　　　３年　７月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所特別研究主幹

　　　　４年　９月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研究所退職

　  　　４年１０月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所理事

理事 島津　達行 令和4年4月1日 平成 元年　４月　運輸省採用

（電子航法研究所長） 　　　２５年　４月　国土交通省航空局安全部運航安全課航空事業安全監査室長

　　　２６年　２月　国土交通省航空局安全部安全企画課国際・危機管理室長

　　　２７年　４月　国土交通省大阪航空局大阪空港事務所長

　　　２８年　４月　独立行政法人航空大学校審議役（企画室長併任）

　　　３０年　４月　運輸安全委員会事務局首席航空事故調査官

令和 元年１１月　国土交通省航空局交通管制部管制技術課長

　　　　３年　７月　国土交通省航空局安全部運航安全課長

　　　　４年　３月　国土交通省退職（役員出向）

　　　　４年　４月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所理事

監事 田辺　佳子 令和5年8月1日 昭和６３年　４月　全日本空輸株式会社入社

平成１７年　４月　全日本空輸株式会社客室本部成田客室部客室乗務第二課インフライトマネジャー

　　　２７年１０月　ANAウイングス株式会社安全品質監査部安全監査チーム監査員

　　　３１年　４月　株式会社エアージャパン安全品質監査部安全監査チーム監査員

令和　３年　４月　全日本空輸株式会社客室センター客室乗務二部付マネジャー

　　　　４年　４月　全日本空輸株式会社安全推進センター業務推進部安全教育チームマネジャー

　　　　５年　８月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所監事

監事 日向　弘基 令和5年8月1日 平成　５年　４月　運輸省採用

平成２０年　７月　国土交通省九州運輸局自動車交通部長

　　　２４年　１月　国土交通省大臣官房付（内閣官房副長官補付併任）（東日本大震災復興対策本部事務局企画官併任）　

　　　２４年　２月　国土交通省大臣官房付（復興庁統括官付参事官付企画官併任）

　　　２６年　７月　国土交通省運輸安全委員会事務局総務課企画調整官

　　　２８年　６月　防衛省防衛政策局訓練課長

　　　３０年　６月　国土交通省政策統括官付政策評価官

令和　２年　７月　国土交通省大臣官房付（内閣府地方創生推進事務局参事官併任）

　　　　４年　６月　国土交通省海上保安庁総務部参事官（海洋情報部）

　　　　５年　７月　国土交通省退職（役員出向）

　　　　５年　８月　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所監事
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■③会計監査人の名称及び報酬 

会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一の 

ネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は

12,868,000 円（税抜）です。 

また、非監査業務に基づく報酬はありません。 

 

（３） 重要な施設等の整備等の状況 

■①令和５年度中に完成した主要施設等 

当事業年度中に完成した主要施設等はありません。 

 

■②令和５年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

当事業年度中に継続中の主要施設等はありません。 

 

■③令和５年度中に処分した主要施設等 

当事業年度中に処分した主要施設等はありません。 

 

（４） 純資産の状況 

■①資本金の状況 

令和５年度において資本金の増減はございません。 

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 52,376 － － 52,376 

資本金合計 52,376 － － 52,376 

 

■②目的積立金の申請状況、取崩内容等 

    令和５年度は、目的積立金の申請を行っていません。 

    前中長期目標期間繰越積立金（前中長期目標期間までに受託収入で取得した固定資産の減

価償却費及び除却損相当分）について、令和５年度３月末に発生した減価償却費及び除却損相

当分 293 百万円を取り崩しております。 
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（参考）利益処分のフロー図 

 

 

 

（５） 財源の状況 

■①財源(収入）の内訳 

当法人の経常収益は 8,978 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 4,172 百万円（経常収益

の 46.5％）、受託収入 3,290 百万円（36.7％）、資産見返負債戻入（減価償却費に対応する非資金

的利益）363 百万円（4.1％）、その他収益 1,153 百万円（12.8％）となっております。 

 

■②受託等収入(自己収入)の明細 

当法人の受託等収入は 3,560 百万円で、その内訳は受託収入 3,290 百万円（受託等収入の

92.4％）、事業収入 88 百万円（受託等収入の 2.5％）、雑益等 182 百万円（受託等収入の 5.2％）

となっております。また主な収入先は、民間企業、独立行政法人となっております。 

 

（６） 社会及び環境への配慮等の状況  

環境物品等の調達の推進を図るための方針を策定し、エコマークの認定を受けている製品又

は地球環境に配慮した製品等の調達の実施や、電気供給契約など温室効果ガス等の排出の削

減に配慮した契約（環境配慮契約）の推進を図っております。 

また、社会及び環境配慮等の一環として、職員全体が働きやすい環境づくり、女性活躍推進な

ど多様な人材を積極的に活用する取組を行っております。 
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（７） 法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

上記の他、研究所における強みや基盤を維持・創出していくための源泉としては、以下の代表

的な研究施設群の保有が挙げられます。この研究施設群は、研究成果を創出するためには不可

欠な存在であり、我が国だけでなく、世界における一大研究拠点となっております。 

 

■①400ｍ水槽（海上技術安全研究所） 

世界最大級の長さ 400ｍ、幅 18ｍ、水深８ｍの曳航水槽で、

非常に大きなプールで模型船を引っぱって性能を計測すること

で実船の性能を評価する実験施設です。特に、超高速船や大型

模型船の試験にも対応が可能です。 

 

 

■②大規模波動地盤総合水路（港湾空港技術研究所） 

世界最大の波、3.5m の風波と最大 2.5m 相当の津波を起こす

ことができる大型の水路で、世界最大規模の実験施設です。特

に、小さな模型実験では問題であった、地盤の動きや構造物の

破壊過程についても、再現が可能です。 

 

 

■③電波無響室（電子航法研究所） 

電子航法装置などの電波使用機器に対し、無限に広い空間と

同じ環境条件を提供する施設です。特に、実験機器を屋外で実

際に使用する前に、この中で電波を送受信する試験やアンテナ

の送受信特性を測定するために使用されます。 
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（１） リスク管理の状況 

令和５年度においては、内部統制・リスク管理委員会の開催など組織全体で計画的な取り組み

を実施したところです。同委員会において、研究所全体の重要リスクについて把握及び分析を行

い、適正な業務を確保するために取り組んだところです。 

 

（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

■①研究予算の縮小 

運営費交付金の削減により、研究関連予算及び間接部門の予算が削減し、計画された研究が

十分行われないことや研究環境が悪化する懸念があり、重大なリスクの一つとして認識しており

ます。対応策として、更なる外部資金の獲得、産学官での連携強化など、研究予算の縮小に対応

を図るよう努めております。 

 

■②研究活動への不正行為、研究費の不正使用 

研究活動において、不正行為が発生した場合、科学そのものに対する背信行為や個々の研究

者はもとより、研究所が社会的責任を負う懸念があり、重大なリスクの一つとして認識しておりま

す。対応策として、内部規定の整備のほか、全役職員を対象とした研究倫理研修、内部監査の実

施など研究不正に対応を図るよう努めております。また、研究インテグリティの確保にも取り組ん

でおります。 

 

■③情報管理・情報漏洩防止 

研究所における情報管理や情報システムについて、継続的かつ安定的な業務の実施を確保す

るとともに、国民の安全、安心及び信頼の確保を鑑みた基盤としてふさわしいセキュリティ水準を

達成するよう適切な情報セキュリティ対策を実施することが必要不可欠であり、情報漏洩が重大

なリスクの一つとして認識しております。対応策として、情報セキュリティ体制の強化や研修の実

施などを通じて徹底した管理に努めております。 

 

詳細につきましては、令和５年度業務実績等報告書や業務方法書をご覧下さい。 

https://www.mpat.go.jp/disclosure/index.html 

  

   業務運営上の課題・ 
リスク及びその対応策 ８ 
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令和５事業年度の研究所の各業務についてのご理解とその評価に資するため、各事業の前提

となる主な事業スキームと研究業務を示します。 

 

 

 

 

  

   業績の適正な評価の前提情報 ９ 

主な事業スキーム 
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■①海上技術安全研究所の研究業務 
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■②港湾空港技術研究所の研究業務 
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■③電子航法研究所の研究業務 
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（１） 令和５年度の業務実績とその自己評価  

研究所は、アカデミズムとインダストリーの交流点、基礎学術の充実と産業知識の体系化、イノ

ベーションと新技術、未来創造の拠点を経営方針として掲げ、役職員一体となって着実に業務を

推進してまいりました。また、令和５年度は年度計画及び第２期中長期計画に沿って、研究開発

の成果の最大化その他の業務の質の向上について、適切に取り組み総合的にみて本中長期目

標の達成に向け、適切な業務運営を行ってまいりました。  

各業務の具体的な取り組み結果と行政コストとの関係の概要については次のとおりです。  

詳細につきましては、令和５年度業務実績等報告書をご覧下さい。 

https://www.mpat.go.jp/disclosure/index.html 

 

令和５年度項目別評定総括表 

 

項目 評価(※) 行政コスト 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  

１．分野横断的な研究の推進等  A  

２．船舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等に係る技

術に関する研究開発等 

A 3,990 百万円 

３．港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関する研究開

発等 

A 3,841 百万円 

４．電子航法に関する研究開発等 A 1,577 百万円 

５．研究開発成果の社会への還元 S  

６．戦略的な国際活動の推進  A  

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置  B 9,408 百万円 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  B 9,408 百万円 

Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項  

その他業務運営に関する重要事項  B  

 

※自己評価の説明 

（注1） 上記黄色の項目はセグメント区分を表しています。  

   業務の成果と 
使用した資源との対比 10 
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（注2） 評価区分  

Ｓ：目標を量的・質的に上回る顕著な成果が得られている。  

Ａ：所期の目標を上回る成果が得られている。  

Ｂ：所期の目標を達している。  

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。  

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を要する。 

 

（２） 当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 
 

区分 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

評定 － － － － － － － 

理由 － 

 

（注）評価区分  

Ｓ：法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な

成果が得られていると認められる  

Ａ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。  

Ｂ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると認められる。  

Ｃ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する。  

Ｄ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善

を求める。 

  



 

28 
 

 
 
 
 
 
（１） 予算と決算との対比 

予算及び決算の概要については、以下のとおりです。 

  

 

○経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

① 経費削減及び効率化目標 

当法人においては、業務経費及び一般管理費に関して、第２期中長期目標期間の初年

度（令和５年度）の当該経費相当額分に７を乗じた額を業務経費は３％程度、一般管理費

は８％程度削減することを目標としております。 

この目標を達成するため、調達に要するコストや労力等を総合的に勘案し、可能な限り

競争入札を導入することを講じているところです。 

 

② 経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の経年比較 

 

 

（参考）国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 第２期中長期計画（抄） 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

予算 決算

収入 8,168        9,286        
運営費交付金 5,083        5,083        
施設整備費補助金 200          314          
受託収入 2,885        3,888        

支出 8,168        9,234        
人件費 3,720        3,722        
業務経費 1,346        1,198        
施設整備費 200          588          
受託経費 2,679        3,563        
一般管理費 223          163          

受託事業等が予定を上回ったため

管理法人業務の執行や契約差額等が発生したため

※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（単位：百万円）

区分
令和5年度

差額理由

前年度繰越分を含むため

受託事業等が予定を上回ったため

管理法人業務の執行等のため

前年度繰越分を含むため

前年度繰越分を含むため

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

業務経費　 1,261 100% 8,827 100% 8,562 97% 1,261 100.0%

一般管理費　 136 100% 952 100% 876 92% 136 100.0%

(単位：百万円)

区分

基準年度 基準額 効率化目標額 当中長期目標期間

令和5年度 令和5年度～令和11年度累計 令和5年度～令和11年度累計 令和5年度

※1．金額は百万円未満を四捨五入しております。

※2．人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除いた金額となっております。

※3．効率化目標額は基準額に対して業務経費は３％、一般管理費は８％の削減をした金額となっております。

業務経費等に関する効率化目標との関係

   予算と決算との対⽐ 11 
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   ４．業務運営の効率化による経費削減等 

   ア 業務運営の効率化を図ることにより、中長期目標期間終了時までに、一般管理費（人件

費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費は除

く。）について、初年度予算額の当該経費相当分に７を乗じた額に対し、中長期目標期間

中における当該経費総額の８％程度の抑制を図る。ただし、新規に追加されるもの、拡

充分など、社会的・政策的需要を受けて実施する業務に伴い増加する費用等はその対

象としない。 

   イ 業務運営の効率化を図ることにより、中長期目標期間終了時までに、業務経費（人件費、

公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費は除く。）に

ついて、初年度予算額の当該経費相当分に７を乗じた額に対し、中長期目標期間中にお

ける当該経費総額の３％程度の抑制を図る。ただし、新規に追加されるもの、拡充分な

ど、社会的・政策的需要を受けて実施する業務に伴い増加する費用等はその対象としな

い。 

 

（２） 翌事業年度の予算計画、収支計画及び資金計画 
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■【要約した財務諸表】 

以下の当研究所ホームページアドレスにて財務諸表を公表いたしております。

https://www.mpat.go.jp/disclosure/index.html 

 

 

 当研究所の会計ルールは、原則として「企業会計原則」に従っております。 

 しかし、企業会計原則は、営利企業を対象としたルールなので、そのまま適用することが適当で

はありません。そこで、公的資金の使途を適切に表現できるように必要な修正を加えたものが「独

立行政法人会計基準」といい、特別ルールとして定められております。当研究所は、２つのルール

に基づき、財務諸表を作成しております。 

 

 

   財務諸表、財政状態及び運営 

状況の法人の長による説明情報 
12 
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■①貸借対照表 

決算日における当研究所の財政状態を示しています。 

なお、負債の部は、資金の調達源泉を、資産の部は、調達された資金の運用形態を示していま

す。これらの資産の部から負債の部を差し引きしたものが純資産の部になります。 

 
 

■（財政状態） 

当事業年度末現在の資産合計は 50,937 百万円、前年度末比 1,523 百万円の減（2.90％の減）

です。これは現預金が前年度比 1,738 百万円の減（46.78％の減）となったことが主な要因です。 

また、負債合計は 7,118 百万円、前年度比 631 百万円の減（8.14％の減）です。これは、未払金

が前年度比 1,093 百万円の減（36.85％の減）となったことが主な要因です。 

 

■（勘定科目の説明） 

項目 説明 

運営費交付金債務 独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運

営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

資産見返負債 運営費交付金などで取得した固定資産の未償却残高 

資本剰余金  国から交付された施設整備費などを財源として取得した資産

で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの 

 

  

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 3,331 流動負債 2,960

　現金・預金 1,979 　運営費交付金債務 299                 

　研究成果等収入未収金 917 　未払金 1,872

　棚卸資産 115 　前受金 143

　その他 320 　その他 645

固定資産 47,606 固定負債 4,158

　有形固定資産 44,198 　資産見返負債 1,220

　その他 3,408 　その他 2,938

負債合計 7,118

純資産の部 金額

資本金 52,376

　政府出資金 52,376

資本剰余金 ▲ 9,452

利益剰余金 895

純資産合計 43,819

資産合計 50,937 負債純資産合計 50,937

※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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■②行政コスト計算書  

当研究所の研究業務等の実施に要した費用（コスト）のうち、どれだけ国民の皆様の税金等で

賄われているかを表しています。 

具体的には、①損益計算書における費用、②国から出資された財産の減価償却費相当額等を

合算した金額を「行政コスト」としております。 

 

 
■（行政コストの状況） 

当事業年度は、9,408 百万円、前年度比 3,373 百万円の減（26.39％の減）です。これは研究業

務費が前年度比 2,768 百万円の減（25.71％の減）となったことが主な要因です。 

内訳は損益計算書上の費用が 9,031 百万円、その他行政コストが 377 百万円となっておりま

す。 

 
■（勘定科目の説明） 

  

減価償却相当額 償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

ものとして特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書には計

上していないが、累計額は貸借対照表に記載されている） 

減損損失相当額 償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

ものとして特定された資産の減損額相当額（損益計算書には計上して

いないが、累計額は貸借対照表に記載されている） 

除売却差額相当額 償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

ものとして特定された資産の除売却差額相当額（損益計算書には計

上していないが、累計額は貸借対照表に記載されている） 

 

  

金額

Ⅰ損益計算書上の費用 9,031
Ⅱその他の行政コスト 377

減価償却相当額 377
減損損失相当額 0
除売却差額相当額 0

Ⅲ行政コスト 9,408

※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致
しない場合があります。

（単位：百万円）
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■③損益計算書  

一会計期間における当研究所の運営状況を示しています。 

収益から費用を差し引きした金額を利益（損失）として表示しております。 

 

■(運営状況) 

当事業年度は、経常費用 8,986 百万円、前年度比 3,353 百万円の減（27.17％の減）です。これ

は、当研究所の委託費に要した費用が前年度比 2,725 百万円の減（62.47％の減）となったことが

主な要因です。 

また、経常収益は 8,978 百万円、前年度比 3,868 百万円の減（30.11％の減）です。これは、運営

費交付金収益が前年度比 3,544 百万円の減（45.93％の減）となったことが主な要因です。 

なお、臨時損失 45 百万円（固定資産除売却損等）、臨時利益 45 百万円（資産見返運営費交付

金戻入等）及び前中長期目標期間繰越積立金取崩額 293 百万円を計上した結果、当事業年度の

当期総利益は 285 百万円と前年度比 258 百万円の減（47.50％の減）となっています。 

 

■（勘定科目の説明） 

項目 説明 

運営費交付金収益 国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

受託等収入 受託研究収入、事業収入、雑益等の収益 

臨時損益 固定資産の除売却損益等 

その他調整額 目的積立金の取崩額 

  

（単位：百万円）

金額
経常費用（A） 8,986
　研究業務費 8,000
　　人件費 3,592
　　減価償却費 821
　　その他 3,587
　一般管理費 986
　　人件費 824
　　減価償却費 18
　　その他 144
　雑損 0
経常収益（B） 8,978
　運営費交付金収益 4,172
　施設費収益 338
　自己収入等 3,559
　その他 910
臨時損益（C） 0
その他調整額（D） 293

当期総利益（B-A＋C+D） 285
※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、

合計と一致しない場合があります。
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■④純資産変動計算書  

令和元年度より、独立行政法人会計基準の改訂により、純資産変動計算書が新設されており

ます。 

一会計期間における当研究所のすべての純資産の変動を示しています。 

増加に係る部分を＋（プラス）、減少に係る部分を▲（マイナス）で表示しております。 

 
 

■(純資産の状況) 

当事業年度の純資産は、資本剰余金が 291 百万円、利益剰余金が 601 百万円ともに減少した

結果、43,819 百万円となりました。 

 

■（勘定科目の説明） 

項目 説明 

期首残高 前年度貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

期末残高 貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

 

  

（単位：百万円）

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金 純資産合計
期首残高 52,376 ▲ 9,161 1,496 44,711
当期変動額
　Ⅰ資本剰余金の当期変動額 -                       ▲ 291 -                       ▲ 291
　Ⅱ利益剰余金の当期変動額 -                       -                       ▲ 601 ▲ 601
　　　(1)利益の処分又は損失の処理 -                       -                       ▲ 594 ▲ 594
　　　(2)その他 -                       -                       ▲ 8 ▲ 8
当期変動額合計 -                       ▲ 291 ▲ 601 ▲ 892

期末残高 52,376 ▲ 9,452 895 43,819
※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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■⑤キャッシュ・フロー計算書 

一会計期間における当研究所の資金（キャッシュ）の流れ（フロー）を一定の活動別に区分して

示しており、実際の資金の流れを表しています。 

収入に係る部分を＋（プラス）、支出に係る部分を▲（マイナス）で表示しております。 

 

■（キャッシュ・フローの状況） 

当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは前年度▲4 百万円に対し、▲830 百万円とな

っています。これはその他収入・支出に含まれる中長期計画終了に伴う国庫納付金の支払額 594

百万円が主な要因です。 

また、投資活動によるキャッシュ・フローは前年度▲1,346 百万円に対し、▲824 百万円となって

います。これは、研究業務に必要な施設費による収入が前年度 30 百万円に対し、283 百万円と

なったことが主な要因です。 

財務活動によるキャッシュ・フローは前年度▲13 百万円に対し、▲83 百万円となっています。こ

れは、リース債務の返済による支出が前年度▲13 百万円に対し、▲83 百万円となったことが要

因です。 

■（勘定科目の説明） 

項目 説明 

業務活動によるキャッシュ・フロー 独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態

を表し、サービスの提供等による収入、原材料、商品

又はサービスの購入による支出、人件費支出等 

投資活動によるキャッシュ・フロー 将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券

の取得・売却等による収入・支出等 

財務活動によるキャッシュ・フロー 増資等による資金の収入・支出、債券の発行・償還及

び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び

返済等 

 

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） ▲ 830
人件費支出 ▲ 4,298
交付金等収入 5,083
自己収入等 3,239
その他収入・支出 ▲ 4,855

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） ▲ 824
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） ▲ 83
Ⅳ資金増加額（又は減少額）（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ▲ 1,738
Ⅴ資金期首残高（E） 3,717

1,979

（単位：百万円）

Ⅵ資金期末残高（F＝Ｄ＋E）

※金額は科目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない
場合があります。
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 研究所は、役員(監事を除く。)の職務の執行が通則法、研究所法又は他の法令に適合すること

を確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項を業務方

法書に定めておりますが、財務に係る主な項目とその実施状況は次のとおりです。  

  

■①内部統制の運用（業務方法書第７条、第11条）  

役員（監事を除く。）及び職員の職務の執行が通則法、研究所法又は他の法令に適合すること

を確保するための体制、その他研究所の業務の適正を確保するための体制の整備等を目的とし

て、内部統制・リスク管理委員会を設置し、継続的にその見直しを図るものとしており、令和５年度

においては、６月、10月と３月に開催しております。 

 

■②監事監査・内部監査（業務方法書第15条、第16条） 

監事は、研究所の業務及び会計に関する監査を行いますが、その中で、内部統制システムの

構築及び運用の状況を監査します。監査の結果、報告書を理事長に通知し、改善を要する事項

があると認めるときは報告書に意見を付すことができます。  

また、理事長は、研究所の運営諸活動の遂行状況の合理性等について、職員に命じ内部監査

を行なわせ、その結果に対する改善措置状況を理事長に報告することとなっており、令和５年度

の内部監査においては、内部監査年次計画書に基づき、研究活動における不正行為の防止及び

公的研究費等の管理、予算執行管理及び会計処理等の確認について行いましたが、適正に実

施されたことを確認しています。  

  

■③競争入札その他契約に関する事項（業務方法書第18条、第24条） 

入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」の設置等を定

めた内部規程等を整備することとしており、契約監視委員会規程の他、契約事務の適切な実施

等を目的として契約事務取扱取扱細則に基づき契約審査委員会の設置等を行なっています。  

令和５年度においては、契約監視委員会を令和５年６月に開催し令和４年度の調達実績について

点検・見直しを行なっています。また、令和５年度の調達にかかる契約審査委員会は１２０回開催

しています。  

 

■④予算の適正な配分（業務方法書第19条）  

運営費交付金を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制の整備

及び評価結果を法人内部の予算配分等に活用する仕組みとして、理事長へ予算執行状況の報

告を行なうとともに、12 月までに予算使用状況を踏まえた予算修正を行なっています。 

   内部統制の運用に関する情報 13 
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◆ホームページでは、研究所の紹介や各イベント等のご案内のほか、各業務を通じて得られた知

見や情報を発信しています。 

 

海上・港湾・航空技術研究所のホームページ https://www.mpat.go.jp/ 

                                  

 

 

 

 

 

  

 

  

＜以下の QR コードからも、うみそら研の 

ホームページトップにアクセスできます＞ 

   参考情報 14 
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◆パンフレット 

 

 

 

     

 

 

 

海上・港湾・航空技術研究所 

海上技術安全研究所 港湾空港技術研究所 電子航法技術研究所 


	0_財表表紙
	1_BS
	2_行コス
	3_PL
	4_純資産
	5_CF
	6_利益処分
	7_重要な会計方針
	8_0_附属明細表紙
	8_1_固定資産明細
	9_棚卸
	10_引当金
	11_交付金債務_1
	12_交付金債務_2
	13_交付金債務_3
	14_交付金債務_4
	15_補助金明細
	16_給与明細
	17_科研費明細
	18_セグメント
	19_関連法人
	20_0_決算報告書表紙
	20_1_決算報告書
	21_1_事業報告書

